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  注） 事業体系の第三階層は、実績ベースである。

(１) 調査研究 

(２) 『都市問題』公開講座 

(３) 全国都市問題会議 

(４) 藤田賞（自治研究奨励事業） 

(１) 市政会館の保全 

(２) 市政会館の見学会 

(３) 展示ギャラリーの無償開放 

(１) 市政会館の運営（賃貸オフィス） 

(２) 建物・設備の維持管理 

(１) 機関誌『都市問題』の刊行 

(１) 市政専門図書館の公開とサービス 

(２) 図書、資料の収集・整理及び情報の提供 

(３) 資料の特別貸出と掲載許可 

(４) 各種集会等への参加・協力 

(５) 外部情報機関との連携 

(公１) 調査研究事業 

(収１)  会 館 事 業 

(公２) 刊 行 事 業 

(公３)  図 書 館 事 業 

(公４)歴史的建造物保全事業 
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(１) 理事会及び評議員会の開催等 

(２) 事務局組織及び人員の状況 



 

は し が き 

 

  本財団は、東京その他内外諸都市の都市政策に関する諸般の調査研究を行い、公私の機

関と協力してその実現を期するとともに、歴史的建造物である市政会館の建物及び景観の

保全を行い、もって都市自治の発展と市民生活の向上並びに都市問題の解決に資すること

を目的としている。 

このため、本財団は、調査研究事業、刊行事業、図書館事業及び歴史的建造物保全事業

の公益目的事業と、これらを財政面から支える収益事業としての会館事業を実施している。 

 ２０２５年度の事業運営にあたっては、公益財団法人としての役割を踏まえつつ、 

２０２５年度事業計画に基づき、各事業の積極的な推進に努め、所期の成果をあげた。 

 本年度の各事業の実施状況は、以下のとおりである。 

 

 

 

＜公 益 目 的 事 業 の 実 施 状 況＞ 

（公益法人認定法第２１条第４項、公益法人認定法施行規則第５３条第１号） 

 

１．（公１）調 査 研 究 事 業 

 

（１） 調査研究 

 

① 共同調査研究 

都市政策に資することを目的に、研究員が中心となり、次のとおり調査研究活動を行

った。 

 

ア 自主共同調査 

２０２４年度に引き続き「「コロナ禍中」の地方自治」と題して、「『地方公共

団体』／『地域社会』はコロナ禍に『いかに対応したのか』／『いかなる影響を被

ったのか』」を明らかにすることを目的として、埼玉県戸田市と東京都武蔵野市、

さらには東京都東久留米市の氷川台自治会を対象にデータの収集・分析やヒアリン

グ調査を行った。 

 

なお、２０２６年度からは「「市民自治の武蔵野方式」の過去・現在・未来」と

題し、東京都武蔵野市を対象とした調査を実施することとしており、２０２６年２

月３日付で市長宛に調査協力依頼文書を発出した。 

 

 

 

イ 特定課題調査 



 

＜東日本大震災の被災地におけるコミュニティ形成＞ 

東日本大震災の発災から１４年が経過した被災地において、①震災を契機にコミ

ュニティがどのように変化したか、②復興事業でつくられた空間を住民の方々が使

いこなしているか、また、③復興事業でつくられた空間がコミュニティ形成に寄与

しているかを明らかにすることを目的として２０２４年度に大槌町の３つの公民館

を対象にヒアリング調査を行った。２０２５年度は収集した資料の整理・分析を実

施した。 

２０２６年３月１日に開催された公開研究会「災害復興と共同性―東日本大震災

から 15 年のあゆみ」（主催：日本建築学会 農村計画委員会 減災集落計画小委員

会・海際文化小委員会）において「大槌町吉里吉里地区の復興―公民館活動を中心

に」と題してその成果を発表している。 

 

なお、２０２４年度に実施した＜都市における「農」によるコミュニティづくり＞の成

果報告を「後藤・安田記念東京都市研究所リサーチ・ペーパーNo.26」として２０２５年１

２月に刊行した。 

 

② 調査研究の成果の公表 

  『都市問題』の特集論文等として、本研究所研究員が下記のとおり執筆した。 

掲載号 タイトル 執筆者 

２０２５年 

  ４月号 

災害時における日比谷公園の役割 

（特集：日比谷公園の歩み――その先へ） 
田中暁子 

２０２５年 

  ６月号 

課題解決に向けた国際都市間連携――アジア

太平洋都市サミットを題材とする一考察 

（特集：国際会議と都市） 

鄭黄燕 

 

③ 各種学会等への参加・協力 

研究所としての団体加入のほか、研究員が、専門分野に応じ各種学会等に参加・協

力している。 

２０２５年度において、本研究所として団体加入しているもの、研究員の個人加入

につきその会費等を負担したものは、次のとおりである。 

団体加入 日本行政学会、自治体学会、 

個人加入 

日本行政学会、日本建築学会、日本公共政策学会、 

日本政治学会、日本地方自治研究学会、日本都市計画学会、 

アジア政経学会 

 

 

④ 外部機関、団体との提携、協力 

 



 

ア ＥＲＯＰＡ：国際的な情報交換を行うため、行政に関するアジア・太平洋地域機関

（ＥＲＯＰＡ）に加入している。 

 

イ 首都圏自治体シンクタンク等連絡会議：（公財）山梨総合研究所、（公財）日本都

市センター、（公財）ＮＩＲＡ総合研究開発機構、神奈川県政策研究センター、（公

財）東京市町村自治調査会及び本研究所の６団体で構成する第５８回「首都圏自治体

シンクタンク等連絡会議」が、２０２５年７月２６日（金）に恵比寿ガーデンプレイ

スタワー（幹事団体：ＮＩＲＡ総合研究開発機構）にて開催された。本研究所からは

川手研究主幹・鄭研究員が出席した。 

 

ウ 研究員が東京都立大学、横浜市立大学、専修大学に非常勤講師として出講した。 

 

 

（２） 『都市問題』公開講座 

『都市問題』公開講座は、自治体が抱えるさまざまな課題や都市政策のあり方などを

はじめとした重要トピックスをとりあげ、講演・パネルディスカッションによって、ひ

ろく市民、自治体や中央政府の職員、研究者が議論を交わすために開催しているもので、

同時に機関誌『都市問題』の普及を図ることを目的としている。 

２０２５年度は以下のとおり開催した。 

 

第５７回『都市問題』公開講座 

日時･会場 
２０２５年６月２１日（土）１３：００～１６：００ 

日本プレスセンター１０階ホール 

テーマ 選挙を守る―持続
サ ス テ

可能
ナ ブ ル

なあり方を求めて 

出演者 

＜講演・パネルディスカッション＞ 

河村 和徳 （拓殖大学政経学部教授） 

小島 勇人 （一般社団法人選挙制度実務研究会理事長） 

山口 真一 （国際大学グローバル・コミュニケーション・センター 

准教授） 

【司会】谷口 尚子 （慶應義塾大学法学部教授） 

参加者数 約６０名 

 

第５８回『都市問題』公開講座 

日時･会場 
２０２６年１月３１日（土）１３：００～１６：００ 

日本プレスセンター１０階ホール 

テーマ 人がいない！―自治体職員の「人材難」 



 

出演者 

＜基調講演＞ 

稲継 裕昭（早稲田大学政治経済学術院 教授） 

＜パネルディスカッション＞ 

北野 幸徳（塩尻市総務部総務人事課長補佐兼職員係長） 

田井 浩人（北海学園大学法学部 講師） 

渡辺 沙織（燕市役所総務部総務課人事係/㈱マイナビ人事企画本部 

人材開発統括部） 

【司会】西村 美香（成蹊大学法学部 教授） 

参加者数 約９０名 

 

（３） 全国都市問題会議 

 

全国市長会・日本都市センター・本研究所及び宇都宮市の４団体の共催で、第８７回全

国都市問題会議を下記のとおり開催した。 

第８７回全国都市問題会議 

日程 

会場 

２０２５年１０月９日（木）・１０日（金） 

ライトキューブ宇都宮（宇都宮市） 

テーマ 成熟社会の都市のかたち―コンパクトで持続可能なまちづくり― 

主催 宇都宮市、全国市長会、日本都市センター、本研究所 

内容 基調講演：広井 良典（京都大学名誉教授） 

  

主報告：佐藤 栄一（宇都宮市長） 

一般報告： 

南 学（東洋大学国際 PPP 研究所シニアリサーチパートナー） 

大西 秀人（高松市長） 

森本 章倫（早稲田大学理工学術院教授） 

  

パネルディスカッション： 

〈コーディネーター〉内田 奈芳美（埼玉大学大学院人文社会科学研究科教授) 

吉田 元（㈱みちのりＨＤ代表取締役グループＣＥＯ(兼)関東自動車株式会社 

代表取締役社長） 

山下 裕子（まちなか広場研究所主宰） 

髙橋 知規（室蘭市企画財政部長）  

伊木 隆司（米子市長） 

 

 

（４） 藤田賞（自治研究奨励事業） 

 

地方自治、地方財政及び都市問題に関する優れた著書・論文に対し授賞する第５１回藤

田賞は、２０２５年８月２０日に開催された選考委員会における選考の結果、次のとおり

決定し、９月２９日に授賞式を行った。 

 

 



 

著書の部 奨励賞 

坂口 奈央（岩手大学地域防災研究センター准教授） 

『生き続ける震災遺構―三陸の人びとの生活史より』ナカニシヤ出版 

    

   同上 

掛貝 祐太（茨城大学人文社会科学部法律経済学科准教授） 

『財政民主主義の地平―スイスの自治・多様性・直接民主主義』有斐閣 

 

   論文の部 

  該当なし 

 

選考委員は以下のとおり。 

委員長 神野 直彦（東京大学名誉教授） 

委 員 池上 岳彦（立教大学教授） 

委 員 大西 隆 （東京大学名誉教授） 

委 員 中北 浩爾（中央大学教授） 

委 員 山口 二郎（法政大学教授） 

   

 

 

２．（公２）刊 行 事 業 

 

（１） 機関誌『都市問題』の刊行 

 

機関誌『都市問題』を年間１２冊（毎月１日発行、Ｂ５判、１１２頁程度）刊行した。 

『都市問題』は、ニュース性の高いテーマを取り上げる特集１（論文数５本程度、１本当

たり文字数５，０００～１万字）、地方自治や都市問題についての長期的、構造的テーマ

を掘り下げる特集２（論文数５本、１本当たり文字数１万字）で構成した。 

発行部数は毎月１，８００部、販売内訳は直送定期購読３１０部程度、取次店扱い 

５９０部程度である。 

２０２５年度に取り上げた特集は下表のとおりである。 

号数 特集１ 特集２ 

４月号 郵便局と地域のこれから 日比谷公園の歩み――その先へ 

５月号 創刊 100周年記念シンポジウム 「自治」と「分権」の 100年 

６月号 フェイクニュースの時代を生き抜く 国際会議と都市 

７月号 道路の交通安全対策 生活保護制度の現在と未来 



 

８月号 医療の費用負担から考える 火山防災と地方自治 

９月号 学び直す・学び続ける 地域が育む伝統工芸 

１０月号 

【第 57 回「都市問題」公開講座】】

選挙を守る――持続可能なあり方を

求めて 

マイナンバー制度 10年 

１１月号 地下空間の利用と安心・安全 若年女性は都市へ向かう？ 

１２月号 いま「留学」を再考する 都市の光 

１月号 
橋本行革 30年――その後の「この国

のかたち」 
地方公務員制度の来し方行く末 

２月号 居住支援・居住保障の拡充に向けて 街路樹は維持できるか 

３月号 「カルト問題」の現在地 精神障害と地域 

 

 

 

３．（公３）図 書 館 事 業 

 

（１） 市政専門図書館の公開とサービス 

 

市政専門図書館は、都市問題及び地方自治を中心としてこれに関連する諸科学部門にわ

たり、資料の収集整理を行って一般に公開している。 

本年度における公開日数は２４１日である。利用状況及び所蔵資料（２０２６年３月末

日現在）は次のとおりである。 

 

   ・利用状況 

来館者・遠隔利用件数           単位：人・件 

来館者数 遠隔利用件数（郵送複写、ＩＬＬ複写） 

５５２ ２２ 

 

利用冊数                   単位：冊 

閲  覧 貸 出 合 計 

 ８７１  ２０７  １,０７８ 

 

市政専門図書館ＯＰＡＣ(蔵書検索）の検索件数  単位：件 

検索画面訪問数 検索実行回数 

１,３２８,７５７ １,１５８,０７３ 

 

 



 

  ・コピーサービス 

資料の保存と利用を両立させるため、古い資料を傷めずに複写する上向複写サ

ービス及び比較的新しい資料を複写するセルフ複写サービスのほか、郵送複写サー

ビスを提供している。また、資料の図書館間相互貸借サービスであるNACSIS
ナ ク シ ス

–  

I L L
アイエルエル

を活用した複写サービスや国立国会図書館が提供する図書館向けデジタル化資

料送信サービスを提供している。 

 

館内複写                      単位：件・枚 

受付件数 上向複写枚数 セルフ複写枚数 合計枚数 

１５２ ２,７６３ ３,３８８ ６,１５１ 

      

 

郵送複写   単位：件・枚   ＩＬＬ複写         単位：件・枚 

受付件数 複写枚数 
 

受付件数 複写枚数 依頼件数 複写枚数 

１０ ２３７ １２ ５３０ ３ ６ 

 

図書館向けデジタル化資料送信サービス 

受付件数 複写枚数 

１６ ７４ 

 

  ・レファレンス                         単位：件 

口 頭 電 話 文 書･メール 合 計 

７８ ４２ ３７ １５７ 

   

・所蔵冊数等                   単位：冊 

和 書 洋 書 合 計 

１０１,６３４ ２２,２３２ １２３,８６６ 

              このほか、都市図・都市計画図等２,４５６枚 

 

 

（２） 図書、資料の収集・整理及び情報の提供  

 

① 図書、資料の収集・整理・除籍  

図書、資料の収集に当たっては、特に官公庁の行政資料の充実に努めている。並行

して、国立国会図書館等が電子化しインターネットを介して閲覧できる資料について

は整理・除籍を進めている。２０２５年度の受入冊数は次のとおりである。 

 

 



 

                                     単位：冊 

 受 贈 購 入 合  計 

和 書 ６７５ ２４７ ９２２    

洋 書 ３ １６ １９ 

合  計 ６７８ ２６３ ９４１ 

本年度末現在で入手中の和雑誌は１２４誌、洋雑誌は９誌 

 

② 情報の提供 

・新規受け入れ資料のデータ化及び公開について 

新規受け入れ分１,１９７件をデータ化し、入力データの累積数は図書１２２,５４９

件、雑誌論文記事１０８,２６１件、地図２,４５６件、合計２３３,２６６件となった。 

 

 

（３） 資料の特別貸出と掲載許可 

 

市政専門図書館で所蔵する資料の撮影と掲載の許可を合計１０件行った。 

許諾先 許可内容（資料名）等 使用目的 

テレコムスタ

ッフ(株) 

『同潤会十年史』 NHK総合『気になる家』（2025 年 7 

月 21 日放映）に使用 

(一財)経済調

査会 

『帝都大震火災系統地図 大正

12 年 9 月 附解説及索引』 

(デジタルアーカイブス掲載) 

『経済調査研究レビュー』Vol.37

（2025 年 9 月発行）収録の論文に

図表として掲載 

(株)藤原書店 後藤新平関係文書「在野時代-

14-8-1」ラジオ演説原稿『市会

議員選挙ニ付キ東京市民ニ告

ク』の封筒表書および原稿冒頭

部分 

2025 年 6 月刊行の月刊『機』6 月

号収録の伏見岳人氏の論文に参考図

版として掲載 

(株)東日本旅

客鉄道 

『東京大震災火災地図 大正 12

年』 

(デジタルアーカイブス掲載) 

2025 年 6 月刊行の『高輪築堤跡整

備基本計画』に掲載 

(株)創輝                                               『帝都復興記念帖』収録の写真

「神田区佐柄木町より須田町交

差点方面を望む」 

(デジタルアーカイブス掲載) 

日本テレビ『ニノさん』（2025 年

6 月 20 日放送）のナレーション部 

分に使用 

(株)大成エン

ジニアリング 

『日本橋 一万分一地形図 東京

近傍七號 (1917.12)』 

『日本橋 一万分一地形図 東京

近傍七號 (1926.6)』 

(デジタルアーカイブス掲載) 

『内幸町一丁目遺跡』（2025 年 11

月千代田区教育委員会発行）に参考

図版として掲載 



 

(株)SOMPO イ

ンスティチュ

ート・プラス 

東京都市計画地域指定参考図』 

『復興局公認東京都市計画図』 

『東京都市計画区域人口密度

図』 

(デジタルアーカイブス掲載) 

2026 年 1 月刊行の『トコトンやさ

しい都市計画の本』の解説に利用 

(株)ハウフル

ス 

『The reconstruction of Tokyo』

収録の「Shinbashi station」の写

真 2 枚 

テレビ東京『出没！アド街ック天

国』2025 年 11 月 29 日放送の『新

橋・烏森口』に使用 

(株)ウェッジ 『東京市下水道計画平面図』 

(デジタルアーカイブス掲載) 

月刊誌『Wedge』2026 年 1 月号

（2025 年 12 月 20 日発行）に参考

図版として掲載 

(株)日テレア

ックスオン                                               

『東京港一覧図 附.京浜運河計

画平面図』 

(デジタルアーカイブス掲載) 

日本テレビ『ミチガタリ』（2026

年 2 月 6 日放映）で、東京市場線を

説明する際に使用 

 

（４） 各種集会等への参加・協力 

 

  図書館事務の向上及び図書館活動の発展などを目的として加入している団体の研究

会・大会に次のとおり参加した。 

・専門図書館協議会２０２５年度全国研究集会（オンライン、７月２５～２６日） 

  基調講演１「専門図書館は未来をどう切り拓くのか？」（１名） 

基調講演２「専門図書館向けの戦略的ファンドレイジング入門」（１名） 

第３分科会「電子情報の長期保存」（１名） 

・全国図書館大会長崎大会（１１月３０日～１２月１日）（オンデマンド配信視聴） 

  第６分科会「図書館活動と著作権制度の動向」（１名） 

  第１０分科会「その修理、大丈夫？」（１名） 

  第１３分科会「災害と図書館」（１名） 

 

（５） 外部情報機関との連携 

 

  外部情報機関との連携・協力活動を次のとおり行った。 

 ・千代田区立日比谷図書文化館主催「専門図書館への入口講座」での講演 （７月３１

日） 

 ・見学対応：（公財）東京都都市づくり公社（７月１０日）、国立国会図書館（１月２

２日）、荒川区（２月６日） 

 

 

 

 



 

 

４．（公４）歴史的建造物保全事業 

 

（１） 市政会館の保全 

 

１９２９年に建設された市政会館の歴史的価値を維持して後世に継承することを目的

として、建物及び景観を保全し、活用をすすめている。 

２０２３年３月に「市政会館及び日比谷公会堂」が文化財保護法及び東京都文化財保

護条例に基づく「東京都指定有形文化財(建造物)」となったことに伴い、日比谷公会堂

を区分所有する東京都とともに、有識者を中心とする検討委員会で継続的に検討を行い、

２０２５年４月に市政会館及び日比谷公会堂の保存活用計画を策定した。今後はこの計

画に基づき、市政会館の保存活用を図っていく。 

・東京都指定有形文化財(建造物)である市政会館は、躯体を保全する工事、意匠の復

原を伴う工事等について、東京都文化財保存事業費補助金を受けている。 

 

① 歴史的建造物保全事業工事（躯体の保全、復原等を伴う工事） 

（単位：千円、税抜） 

完了年月 件  名 金 額 

２０２５年 ５月 
エントランス廻り大理石、御影石補修工

事＊ 
１，９２０ 

 ６月 東西風除室天井・塗装工事＊ ３４３ 

６月 
東西風除室、階段室壁・巾木等復元工事

＊ 
１，５９０ 

７月 避難梯子塗装補修＊ １，６８５ 

８月 時計塔塔屋塗装改修工事＊ ８６６ 

１０月 屋内消火栓ホース交換＊ ５９４ 

１２月 最上階階段室天井壁面塗り替え補修＊ ５００ 

１２月 塔屋階段他塗装等改修工事＊ ８１８ 

２０２６年 ２月 避雷導体改修工事＊ ５００ 

３月 雨水配管コーティング工事＊ ５，３００ 

＊印の工事について、東京都文化財保存事業費補助金（補助率５０％）が 

交付された。 

 

② 市政会館・日比谷公会堂の耐震化への対応 

・２０２４年８月から市政会館・日比谷公会堂の耐震化工事に係る実施設計が着手

されたことから、設計会社及び東京都建設局、財務局（営繕）とともに、実施設

計作成に必要な事項について、定期的に打合せを行ってきた。また、東京都建設



 

局とは耐震化工事の実施に向けて締結する基本協定書案やテナントの移転等につ

いて、随時協議を行った。 

・２０２１年１１月に設置された市政会館・日比谷公会堂保存活用計画検討委員会

では、２０２３年３月に市政会館が東京都有形文化財(建造物)に指定されたこと

に伴い、市政会館及び日比谷公会堂保存活用計画に関する議論を行ってきたが、

２０２５年４月に計画が策定された。２０２５年度は２０２６年２月に第１２回

委員会が開催され、耐震化工事工程案や公会堂室外機置場の位置の変更等が報告

された。 

・昨今の建設工事費高騰の影響を踏まえた市政会館・日比谷公会堂改修工事事業費

について、７月に概算の速報値が示され、さらに東京都建設局での精査作業を経

て、１０月に設計会社から「免震化関連工事費約１３４億円、市政会館改修工事

費約１千万円（いずれも税抜）」という概算値が示された。今後さらに精査を行

っていく。 

・東京都有形文化財（建造物）に指定された市政会館及び日比谷公会堂は、耐震化

工事に関して、東京都文化財保存事業費補助金要綱に基づき、財団が一定割合で

負担する共同事業費及び財団１００％負担事業費に対して、当該補助金を事業終

了まで受けられることとなった。 

 

 

（２） 市政会館の見学会 

 

２０１２年度より市政会館の認知度を高めることを目的として市政会館見学会を開始

した。本年度はホームページやチラシ配布により一般募集する定期見学会を６月及び１

１月に実施した。その他にテナント向けを６回、グループでの見学申込者のための見学

会を３回開催した。 

開催日 参加者 参加人数 

２０２５年 

   ４月２４日 
テナント（地方公共団体金融機構）   ５名 

   ５月１２日  テナント（広島市東京事務所）   ７名 

   ６月１９日 一般（定期見学会）   １５名 

   ７月１０日 グループ（東京都都市づくり公社）   ７名 

   ７月１６日 テナント（地方公共団体金融機構）  １５名 

   ７月２２日 テナント（地方公共団体金融機構）  １６名 



 

    ７月２４日 テナント（地方公共団体金融機構）   ７名 

  １０月１６日 グループ（ギフトスクール）   ５名 

 １０月２８日 
グループ（立教大学考古学研究会５２年ＯＢ

会） 
  １１名 

 １１月 ７日 一般（定期見学会）  １６名 

 １２月１７日 
テナント（明日の弁護士と司法を語り、未来を

創る会) 
  ５名 

 

 

（３） 展示ギャラリーの無償開放 

１階エレベーター裏ホール壁面を、絵画、写真、ポスター等の展示ギャラリーとして

無償開放しているが、本年度は、以下のとおりの利用があった。 

期  間 使用者 展 示 内 容 

２０２５年 

７月１０日～２５日 盛岡市 「北東北」夏祭り展 

１２月１９日～２５日 藤田章子氏 クリスマスアート（絵画）展 

２０２６年 

３月 ６日～１６日 
福井市 福井に行きたくなってまう展 

３月２５日～４月７日 盛岡市 「北東北」春めぐり展   

 

 

 

５．法人の運営体制の充実を図るための取組 

（公益法人認定法第２１条第４項、公益法人認定法施行規則第５３条第２号） 

 

当財団は公益財団法人として、自律的ガバナンスの充実、透明性の向上を図るため、以

下の通り運営体制の整備・充実に努めている。 

 

（１） 理事会・評議員会の適正な運営 

法令及び定款に基づき、理事会及び評議員会を適正に開催し、重要な業務執行の決定

及び監督を行った（理事会３回、評議員会２回）。また、理事会、評議員会の開催に際

し、会議資料を事前に送付し審議の充実を図るとともに、必要に応じて事務局から説明

を行っている。 



 

（２） 監事及び公認会計士による監査 

毎年度の決算及び事業報告について、財団の業務執行から独立した立場にある監事２

名の監査に付すとともに、公認会計士と会計監査契約を締結し、経理的基礎を担保して

いる。 

 

 

＜収 益 事 業 の 実 施 状 況＞ 

 

６．（収１）会 館 事 業 

 

（１） 市政会館の運営（賃貸オフィス） 

① テナントの入居 

市政会館は、竣工以来賃貸オフィスビルとして、国・地方公共団体など公益性のある

団体等が入居し、本財団事業活動の収入の源となっている。当面、将来の耐震化工事に

備え、地階貸室については計画的に空室化を進めている。 

２０２５年度のテナントの入居、退去は下表のとおりであった。 

 

テナント入居・退去の推移（２０２５年度） 

日 付 テナント名 貸 室 

２０２５年 

７月 １日 

清水建設株式会社東京支店（入居） 
地階０５７号室 

１３７．７１㎡（４１．７３坪） 

明日の弁護士と司法を語り、未来を

創る会（入居） 

地階０４１号室 

９６．９５㎡（２９．３８坪） 

７月３１日 

弁理士法人三栄国際特許事務所（退

去） 

地階０５２、０５３、０５４号室 

８８．８１㎡（２６．９０坪） 

地方公共団体金融機構（退去） 
地階０５５・０５６号室 

１３４．５２㎡（４０．７６坪） 

８月 １日 地方公共団体金融機構（入居） 
５階５１３号室 

１１４．２２㎡（３４．６１坪） 

８月 ５日 清水建設株式会社東京支店（入居） 
地階０５５・０５６号室 

１３４．５２㎡（４０．７６坪） 

１０月１０日 清水建設株式会社東京支店（入居） 
地階０５２、０５３、０５４号室 

８８．８１㎡（２６．９０坪） 

１１月３０日 竹下総合法律事務所（退去） 
４階４０４号室 

 ５９．２９㎡（１７．９７坪） 



 

２０２６年 

２月２４日 
大空・山村法律事務所（入居） 

４階４０４号室 

 ５９．２９㎡（１７．９７坪） 

 ２月２８日 

松田純一日弁連会長選挙事務所（明

日の弁護士と司法を語り、未来を創

る会）（退去） 

地階０４１号室 

９６．９５㎡（２９．３８坪） 

  ３月１日 清水建設株式会社東京支店（入居） 
地階０４１号室 

９６．９５㎡（２９．３８坪） 

３月４日 地方公共団体金融機構（入居） 
５階５１７号室 

９．８㎡（ ３．０坪） 

３月８日 西村・三原法律事務所（退去） 
５階５０６・５０７号室 

９９．０㎡（３０．０坪） 

３月９日 三原法律事務所（入居） 
５階５０７号室 

５６．１㎡（１７．０坪） 

 

 

   市政会館の供用状況                    

（単位：㎡） 

市 政 会 館 面 積 

延 床 面 積 １１，３５０ 

床 

 

面 

 

積 

賃 貸 部 分 ６，７６１ 

内 

訳 

入 居 部 分  ※ ６，１９０ 

（うち地階部分） （１，２４０） 

空 室 部 分 ６０４ 

（うち地階部分） （１６２） 

本財団使用部分 １，００３ 

共 用 部 分 

（休憩スペース・喫煙スペースを含む） 
３，５８６ 

（２０２６年３月３１日現在） 

注）・上記※は、下記「入居状況テナント別内訳」参照 

 

市政会館貸室稼働率（賃料ベース）の推移         

 （単位：％） 

年 度 ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ 

稼働率 ９０．６ ８５．４ ８５．６ ８４．５ ９２．５ 

 

 



 

入居状況テナント別内訳（50音順）  

           （単位：㎡） 

団 体 名 貸室面積 団 体 名 貸室面積 

国

・

地

方

自

治

体 

長 崎 市 東 京 事 務 所 ７１ 広 島 市 東 京 事 務 所 １１２ 

福 井 市 東 京 事 務 所 ９６ 盛 岡 市 東 京 事 務 所 ６０ 

    小 計 （４団体）      ３３９㎡ 

社
団
法
人
・
各
種
団
体 

行 政 情 報 シ ス テ ム研 究 所 ４１９ 指定都市市長会事務局 ２２３ 

地方公共団体金融機 構 2,880 日本ＡＢＣ協会 ３３１ 

    小 計（４団体）    ３，８５３㎡   

法
律
事
務
所
・
会
計
事
務
所
・
そ
の
他 

あ お い 法 律 事 務 所 ２６９ 浅 川 倉 方 法 律 事 務 所 ５９ 

大空・山村法律事務所 １１４ 小 澤 英 明 法 律 事 務 所 ８３ 

川 田 法 律 特 許 事 務 所 ５３ 国 会 通 り 法 律 事 務 所 ４２ 

清水建設株式会社東京支店 ８６８ 新 橋 綜 合 法 律 事 務 所 １１０ 

日比谷Ｔ＆Ｙ法律事務所 ８３ 公認会計士税理士前川昌之事務所 ９７ 

三 原 法 律 事 務 所 ５７ 山田・合谷・鈴木法律事務所 １６３ 

    小 計（１６団体）    １，９９８㎡              

合 計（２４団体）    ６，１９０㎡ 

                            （２０２６年 ３月３１日現在） 

 

② 市政会館連絡会等の実施 

例年、テナントとの緊密な連携を図るための市政会館連絡会及び市政会館・日比谷公

会堂共同防火管理協議会を開催している。 

２０２５年度は、７月３０日に第１回市政会館連絡会及び市政会館・日比谷公会堂共

同防火管理協議会を開催し、１２月２２日に開催した第２回市政会館連絡会の終了後に

は、テナントとの懇親会を実施した。 

なお、２０２５年度の自衛消防訓練については、２０２５年１１月２８日に多くの在

館者の参加を得て、消火訓練・通報訓練・避難訓練を実施した。その際、AED の操作

講習会も行った。また、東京消防庁丸の内消防署有楽町出張所による４年ぶりの消防立

入検査が１２月１５日に行われ、優良の評価を得た。 

 



 

（２） 建物・設備の維持管理   

 

会館の維持管理及び良好な執務環境確保のために、設備の更新工事等を実施した。 

 

主な設備更新等の工事                   （単位：千円、税抜） 

完了年月 件  名 金 額 

２０２５年 ７月 ４０６～４０９室壁面塗替え補修工事 ３６０ 

７月 ５１３室空調ダクト改修工事 ７，７１９ 

１０月 非常放送予備電源交換 ５６０ 

１０月 １階廊下、便所床張替工事 ３，８８０ 

１１月 テナント電力計（５か所）更新 ４００ 

１１月 第一電気室ＶＴヒューズ取付工事 ２００ 

１２月 東側雨水槽排水ポンプ交換工事 ３５５ 

２０２６年 １月 各室照明ＬＥＤ化、非常灯更新 ７，２９５ 

３月 自動制御機器更新 ９，８００ 

３月 ６０５・７０２室電力量計新設 ３1０ 

合   計（１０件） ３０，８７０ 

 

 

 

７．管 理 運 営 

 

（１） 理事会及び評議員会の開催等 

① 理事会 

回数・開催日等 議事事項 

第１回 

２０２５年６月３日 

（市政会館第二会議室） 

出席理事  ７名 

出席監事  ２名 

議案 

（１）２０２４年度事業報告の承認について 

（２）２０２４年度決算の承認について 

（３）役職員に対する賞与の支給率について 

（４）職員規則の改正について 

（５）２０２５年度第１回評議員会の招集について 

報告事項  

（１）主要業務報告について 

（２）市政会館・日比谷公会堂の耐震化への対応について 



 

第２回 

２０２５年１２月３日 

（市政会館第一会議室） 

出席理事  ８名 

出席監事  ２名 

議案 

（１）職員給与規則の改正について 

（２）役職員に対する賞与の支給率について 

報告事項  

（１）主要業務報告について 

（２）市政会館・日比谷公会堂の耐震化への対応について 

第３回 

２０２６年２月２６日 

（市政会館第一会議室） 

出席理事 １０名 

出席監事  ２名 

 

議案 

（１）２０２６年度事業計画（案）について 

（２）２０２６年度収支予算（案）、資金調達及び設備投

資の見込み（案）について 

（３）定款の改正の提案について 

（４）役員及び評議員の報酬等及び費用に関する規則の改

正の提案について 

（５）審事委員の委嘱について 

（６）２０２５年度第２回評議員会の招集について 

報告事項 

（１）主要業務報告について 

（２）市政会館・日比谷公会堂の耐震化への対応について 

 

② 評議員会 

回数・開催日等 議事事項 

第１回 

２０２５年６月１８日 

（市政会館第一会議室） 

 出席評議員 １０名 

 出席理事   ２名 

 出席監事   １名 

議案 

（１）２０２４年度事業報告について 

（２）２０２４年度決算の承認について 

報告事項 

（１）主要業務報告について 

（２）市政会館・日比谷公会堂の耐震化への対応について 

（３）常勤役員に対する賞与の支給について 

第２回 

 ２０２６年３月１３日 

 （市政会館第一会議室） 

 出席評議員 ９名 

 出席理事  ２名 

 出席監事  ２名 

議案 

（１）２０２６年度事業計画（案）について 

（２）２０２６年度収支予算（案）、資金調達及び設備投

資の見込み（案）について 

（３）定款の改正について 

（４）役員及び評議員の報酬等及び費用に関する規則の改

正について 

報告事項 

（１）主要業務報告について 

（２）市政会館・日比谷公会堂の耐震化への対応について 

（３）常勤役員に対する賞与の支給について 

 

③  監事監査 

２０２４年度決算及び事業報告について、襲田正徳、中山弘子両監事の監査に付し、

２０２５年５月３０日、適正である旨報告があった。 

 

 

 



 

④  公認会計士監査 

・２０２４年度決算について、平野洋公認会計士事務所の監査に付し、２０２５年５

月２２日に、適正である旨の監査報告書の提出を受けた。 

 ・２０２５年度監査の一環として、上半期の財務情報について、平野洋公認会計士事

務所による中間往査があり、２０２５年１１月７日、中間往査実施報告の提出を受

けた。 

 

 

（２） 事務局組織及び人員の状況 

 

（２０２６年３月３１日現在） 

  注）・嘱託等は、嘱託職員及びその他の職員である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 組 織 
人 員 数 

外部委託 
職 員 嘱託等 派 遣 計 

研 究 部 
研 究 室 ５ － － ５ － 

編 集 室 ３ － － ３ － 

市政専門図書館 司 書 課 ２ １ － ３ － 

総 務 部 

総 務 課 ４ ３ １ ８   － 

会館技術課 １ － ２ ３ － 

会館管理課 － － － － ８ 

計 １５ ４ ３ ２２ ８ 


